






















1　所得税法 9条 1項 17 号
　所得税法 9 条 1 項柱書は，「次に掲げる所得については，所得税を課さない」とし，そ
の 17 号は次のとおり，保険金や損害賠償金を非課税所得として挙げている。
保険業法…第 2 条第 4 項（定義）に規定する損害保険会社又は同条第 9 項に規定する
（1） 谷口勢津夫『税法基本講義〔第 6 版〕』334 頁（弘文堂 2018）参照。



































　所得税法 9 条 1 項 17 号から委任を受けて設けられた令 30 条は，長文や二重括弧を用い
るなど読みづらいため，少し整理しよう。まず，令 30 条柱書は，非課税とされる保険金，
損害賠償金及びこれらに類するものは，1 号～3 号に掲げるもの「その他これらに類する
もの」としている。後で見るように 1 号～3 号の中に，①保険金及びこれに類するものや
②損害賠償金及びこれに類するものが定められているが，それだけでは飽き足らず，その
































　右端の丸数字は，上記 1 の所得税法 9 条 1 項 17 号の規定内容の組合わせを表している（3
号の見舞金が①保険金及びこれに類するものと②損害賠償金及びこれに類するもののいず
れに属するかという問題は残る）。人的損害対して支払を受ける保険金や損害賠償金等で
あれば，損害の原因を不問としていることも含めて，令 30 条 1 号は，所得税法 9 条 1 項
（3） 参考となる立案担当者の見解として，米山鈞一「所得税法の改正について―減税及び所得計算の整備等―」




又は収益の補償として受けるものも含めて，すべて非課税とされる（所法 9 ①十七，所令 30 一）」と説明さ
れている。注解所得税法研究会編『注解所得税法〔6 訂版〕』504～505 頁（大蔵財務協会 2019）参照。所得
補償保険金に関する所得税基本通達 9 － 22 も参照。
（5） 債務不履行による損害賠償金の非課税所得該当性については議論がある。岡正晶「非課税所得となる損害賠




の他」という用語法や立法趣旨の観点から反論もある。大分地判平成 21 年 7 月 6 日税資 259 号順号 11239，
名古屋地判平成 21 年 9 月 30 日判時 2100 号 28 頁，岡正晶「不法行為または債務不履行による金銭損害に対


































税基本通達 9 － 23 や相続税法基本通達 21 の 3 － 9 にも通ずる考え方である）。非課税の
（7） 大阪地判昭和 54 年 5 月 31 日行集 30 巻 5 号 1077 頁参照。他に参考となり得る裁判例として，宇都宮地判平
成 17 年 3 月 30 日税資 255 号順号 9980 頁，東京地判平成 11 年 3 月 30 日税資 241 号 484 頁，東京高判所平
成 28 年 1 月 21 日税資 266 号順号 12785 などがある。










もの」は非課税の対象から外されていることに注意が必要である。1 号や 2 号と比較して
取扱いの差異が生じるのは，当事者以外の者から受ける見舞金は，損害との関係性やその
補てんという意義が希薄である一方，儀礼的な意味合いが強いことが関係している可能性









　令 94 条 1 項は，不動産所得，事業所得，山林所得又は雑所得を生ずべき業務を行う居
住者が受ける保険金や損害賠償金等で，その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係
る収入金額に代わる性質を有するものは，これらの所得に係る収入金額とする旨を定めて
いる。令 30 条 2 号及び 3 号においては，令 94 条の規定に該当するものが非課税の対象と
なるものから除かれている。













（12）東屋敷祥世「損失発生と損失補填を巡る所得税法上の諸問題」税大論叢 81 号 401 頁の脚注（47）も参照。


































（16）佐藤英明「個人事業主が犯罪によって受けた損失の扱い」税務事例研究 97 号 51～52 頁，同『スタンダード
所得税法〔第 2 版補正 2 版〕』21 頁（弘文堂 2020）参照。
（17）金子宏『租税法〔第 23 版〕』197 頁（弘文堂 2019）参照。
（18）篠原克岳「資産に加えられた損害に対する損害賠償金等を巡る所得税法上の諸問題―『法と経済学』の視点
から―」税務大学校論叢 69 号 42 頁参照。大分地判平成 21 年 7 月 6 日税資 259 号順号 11239，名古屋地判平
成 21 年 9 月 30 日判時 2100 号 28 頁及び控訴審・名古屋高判平成 22 年 6 月 24 日税資 260 号順号 11460，神









3　令 94 条 1項（事業所得の収入金額とされる保険金等）
（1）令 94 条 1項の二面性
　令 94 条の規定に該当する保険金や損害賠償金等は，令 30 条により，非課税の対象から
外されている。令 30 条柱書には，非課税の対象を拡大する「これらに類するもの」とい
う語句があることは既に指摘したが，同条 2 号又は 3 号との関係では非課税所得からの除













　以下では，令 94 条 1 項の要件と法律効果を整理する。非課税所得に該当しない限り，
保険金，損害賠償金，見舞金，補償金その他これらに類するものは収入金額に含まれるこ
とになる。令 94 条は直接的には非課税所得の規定（所得税 9 条 1 項 17 号）から委任を受
けて定められているものではない。また，所得税法施行令中の第一編・第二章「課税所得
の範囲」の第二節「非課税所得」ではなく，第二編・第一章「課税標準の計算」の第三節



















　他方，令 30 条と併せて読むと，この 94 条 1 項は非課税所得の対象外となるものを定め
た規定としての側面を垣間見せる。ただし，例えば，令 30 条 2 号との関係でいえば，令
94 条 1 項は同号のように資産に対する損害（物的損害）に限定するものでも，あらゆる
種類の所得を生ずべき業務に係る資産を包摂するものでも，損害の原因を不法行為その他
突発的な事故に限定するものでもない。両規定が対象とする損害賠償金等は部分的に重な
りが見られるにすぎない。令 94 条 1 項は，30 条と離れてそれ自体として意味を有する規
定である。この令 94 条の前身たる規定は，昭和 34 年度改正で設けられた旧所得税法施行





















　これらの説明からすると，令 94 条 1 項は「不動産所得，事業所得，山林所得又は雑所
得を生ずべき業務を行なう」居住者が受ける損害賠償金等を「これらの所得に係る」収入
金額とすることを明らかにする側面と非課税所得の対象外となるものを定める側面という
（23）安斎一郎「所得税関係法令改正詳解」税弘 7 巻 5 号 81～82 頁。
（24）長村輝彦「所得税法の一部改正について」国税速報 1182 号 36 頁。
―20―
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二面性を有することが当初から意識されていたものというべきであろう。














　令 30 条との関係や令 94 条 1 項との相違を意識すると，令 95 条が対象とする補償金等
は，令 30 条にいう「不法行為その他突発的な事故により」資産に加えられた損害につき
支払を受けるものではないという違いがあることに気が付く。このように考えると，令
30 条と令 94 条 1 項については，それぞれが対象とする損害賠償金等は部分的に重なると
ころ（不法行為その他突発的な事故により資産に加えられた損害につき支払を受けるもの
等）があるため，令 30 条において交通整理の定めが明記されたが，令 30 条と令 95 条に
ついてはそのような配慮は不要であったという理解に行き着く。



































　令 94 条 1 項の「収入金額」という語が一般概念ではなく所得税法 36 条等で用いられて
いる「収入金額」（「総収入金額」を含む）であることを前提とした上で，「役務の対価た
る性質を有するもの」という語を用いる令 30 条 3 号の規定と比較すると，【収入金額代替
性質要件】におけるこれらの所得に係る「収入金額に代わる性質を有するもの」には，「収








（27）岡・前掲注（5）49 頁の脚注（2）参照。参考裁判例として，大阪地判昭和 41 年 8 月 8 日税資 45 号 134 頁，
福岡地判昭和 44 年 12 月 26 日行集 20 巻 12 号 1782 頁参照。
（28）酒井克彦『レクチャー租税法』12～20 頁（弘文堂 2015）参照。酒井克彦「所得税法上の非課税対象となる
商品先物取引に係る和解金―近時散見される商品先物取引に係る損害和解金課税事例を契機として―」国士
舘法学 45 号 28～29 頁も参照。なお，損害賠償金に関する通達は，例えば所得税基本通達 9 － 20 を見ても
わかるように，必ずしも限定ないし縮小解釈の姿勢を採用しているわけではない。同通達の趣旨については，
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（4）【特定資産損失要件】又は【収益補償要件】




























































などによって課税の方向で改正することも視野に入れるべきであろう。令 94 条 1 項とい
う 1 つの条文に二面性をもたせることの是非も再検討されるべきである。もっとも，昭和













念下における所得を中心として―」熊本学園会計専門職紀要 6 号 37 頁も同旨。
（35）篠原・前掲注（18）41 頁参照。
（36）奥谷健「損害賠償金と非課税『所得』」税務事例 42 巻 1 号 8 頁参照。
（37）上記答申 5 頁。
―24―


























世紀を支える税制の論理第 2 巻　所得税の理論と課題〔2 訂版〕』203～204 頁（税務経理協会 2001）参照。
（39）この辺りの議論について，酒井・前掲注（28）「所得税法上の非課税対象となる商品先物取引に係る和解金」
46 頁以下参照。なお，同論稿 48 頁は，「これに類するもの」をも対象としていることなどから，「収入金額
に代わる性質を有するもの」とは，営業活動に限らず，所得稼得活動から生じた経済的な価値の流入を全般
的に含めて理解するのが相当であると論じられる。





させており，興味深い。この点に関して，大分地判平成 21 年 7 月 6 日税資 259 号順号 11239 は，「本件和解
金の実質は不法行為に基づく損害賠償金及び遅延損害金であるところ，…上記損害賠償金は，本件先物取引
の売買差損等により X の生活用資産である金銭等の資産に加えられた損害に基因して取得した損害賠償金で
あり，収益補償ではないと認められる」としていたが，この判示部分は控訴審・福岡高判平成 22 年 10 月 12






































（43）岡崎一郎「所得税法の一部改正について」財政経済弘報 928 号 3 頁，米山・前掲注（3）21 頁参照。
―26―




































































通 7 巻 6 号 46 頁も同旨。
（47）後藤・前掲注（13）54～55 頁。





































（50）SeeHenry C. Simons， Personal Income Taxation50（1938）．
（51）増井良啓『租税法入門〔2 版〕』77 頁（有斐閣 2018）参照。人間資本（humancapital）的な議論に基づく，
課税又は非課税の議論が展開される可能性もあるところ，こうした判断困難な問題に一定の割り切りを行う
ため，所得税法 9 条 1 項 17 号が制定されたと理解することが適当であるという見解も示されている。岡村
忠生『所得税法講義』36～37 頁（成文堂 2007）参照。







費者を助く ?―投資家の受領した損害賠償課税を中心として―」NBL984 号 94
頁参照。なお，実害と損害賠償額との過不足額が把握できない，又は失われた稼得能力の補填の部分と得べ
かりし利益喪失に対する補償の部分との区分の立証等が現実には非常に困難であるという事情も含めて所得





































する一考察」法学論叢 158 巻 5=6 号 192 頁以下参照。
（57）宮崎・前掲注（44）123 頁参照。
―30―















































































通貨）の交換業者において取引する者に係る私法上の考察」国際取引私法学会 5 号 151 頁以下参照。
（62）大阪地判昭和 41 年 8 月 8 日税資 45 号 134 頁，札幌高判平成 5 年 7 月 20 日税資 198 号 329 頁参照。
（63）酒井克彦『所得税法の論点研究』51 頁（財経詳報社 2011）参照。
―32―
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に加えられた損害につき支払を受けるものではなく，保険金や見舞金でもないため，所得









































































替差損益に対する課税問題も視野に入れて―」税務事例 50 巻 10 号 13 頁以下，同「仮想通貨（暗号通貨，
暗号資産）の譲渡による所得の譲渡所得該当性―アメリカ連邦所得税におけるキャピタルゲイン及び為替差






























年 10 月 18 日付け国税庁「人身傷害補償保険金に係る所得税，相続税及び贈与税の取扱い等について（法令
解釈通達）」（課審 5ー2 ほか）が参考になるかもしれない。
（69）準たな卸資産の意義等について，酒井克彦「準棚卸資産の譲渡による所得は雑所得か（上）・（下）―『準棚
卸資産が先か雑所得が先か』を巡る議論―」税務事例 49 巻 6 号 1 頁以下，7 号以下参照。



















































があり得る。この点については，金融法務委員会・前掲注（61）14 頁など参照。大分地判平成 21 年 7 月 6
















記諸規定に内在する問題点が再度浮かび上がってきた。令 94 条 1 項という 1 つの条文に
所得分類の決定と非課税所得からの除外という二面性をもたせることの是非を再検討すべ
きであることも強調しておきたい。加えて，暗号資産構成と債権構成のいずれが妥当かと
いう損害を受けた「資産」をどのように捉えるかという視点や令 94 条 1 項に係る【特定
資産損失要件】と【収益補償要件】の関係性という視点など，暗号資産ならではの具体的





 また，東京地判平成 25 年 1 月25 日税資 263 号順号 12138 は，令 94 条 1 項 2 号について，次のとおり判示
している（控訴審・東京高判平成 26 年 2 月 12 日税資 264 号順号 12405 も参照）。
 「〔1〕ここにいう『収益』については，事業又は事業所から生ずるそれの帰属の判断について定める所得税
法 12 条及び 158 条の規定に照らし，また，当該判断を前提に『事業（中略）から生ずる所得』である事業






















 （2020.9.20 受稿，2020.10.30 受理）
―38―










た上記諸規定に内在する問題点が再度浮かび上がってきた。令 94 条 1 項という 1 つの条
文に所得分類の決定と非課税所得からの除外という二面性をもたせることの是非を再検討
すべきであることも強調しておきたい。加えて，暗号資産構成と債権構成のいずれが妥当
かという損害を受けた「資産」をどのように捉えるかという視点や令 94 条 1 項に係る【特
定資産損失要件】と【収益補償要件】の関係性という視点など，暗号資産ならではの具体
的な問題視点を得ることができた。
―39―
泉　絢也：個人が受領する損害賠償金・補償金等と所得課税
